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平成26年度予算見積調書(2月補正予算)

B33

課室名:課室名:勤労者福祉課

内線:内線:4517
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計
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説明事業

労働情勢調査事業費

戦略項目

担当名:担当名:総務・労働団体担当

なし 04　　　雇用の安心

020201　就業支援と雇用の拡大

予算額

決定額 △3,914△3,914

現計額 6,8226,822

△3,914△3,914

6,8226,822

2,9082,908

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

繰入金
一般財源

番号

雇用創出基礎調査費

１　事業の概要

　県内中小企業の雇用の実態や動向を把握するとともに

企業の経営動向と関連付けた分析を行うことで雇用創出

につながる産業労働施策推進のための基礎資料とする。

（１）雇用創出基礎調査費　△3,914千円

　　　入札差金発生等に伴う減

２　事業主体及び負担区分

　(県10/10)

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

　9,500千円×0.4人＝3,800千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　県内中小企業の雇用動向と経営動向を関連付けた調査と分析

（２）事業計画
　　　・入札・契約(5～6月)
　　　・調査表作成(7月)
　　　・県内中小企業調査(アンケート)　2,500社(8月)
　　　・アンケート結果単純・集計報告(9月)
　　　・中間報告まとめ(10月)
　　　・県内中小企業訪問調査　50社(11～12月)
　　　・報告書とりまとめ(1～2月)

（３）事業効果
　　　雇用創出につながる産業労働施策推進のための基礎資料とする。

　　（１）雇用創出基礎調査費：入札差金発生等に伴う減額
（４）補正予算の概要

(単位：千円)

分野施策


